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土地政策推進連携協議会

国 土 交 通 省
（不動産・建設経済局）

・弁護士会・司法書士会・行政書士会・土地家屋調査士会
・不動産鑑定士協会・補償コンサルタント協会

・宅地建物取引業協会・全日本不動産協会
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を
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法 務 省
（民事局）

中国地方整備局
用地部 所有者不明土地は、相続が生じても登記がされないことなどを原因として発生し、環境悪化や経済への悪影響を生じさせて

います。国は、所有者不明土地等の活用等に関する施策を策定するなどして、地方公共団体等の取組みに必要な支援を行う
ことの一環として、「中国地区土地政策推進連携協議会」（旧：中国地区所有者不明土地等連携協議会）を設置しました。

本協議会は、所有者不明土地法の円滑な施行、諸制度の周知や活用の支援、用地業務のノウハウの提供・共有、地籍調査の
推進など、土地に関する課題解決や良好な地域づくりに資するテーマを広く取り扱い、地方公共団体等の支援を行います。

中国地区土地政策推進連携協議会イメージ

財 務 省
（理財局）

農 林 水 産 省
（経営局）

林 野 庁
（森林整備部）

市 町 村

行政機関

中国地方整備局
・建政部
・用地部(事務局）

広島法務局 中国財務局

中国四国
農政局

・中国５県
・政令市２市

中国５県の市町村
林野庁(準構成員)

支 援 ・士業のノウハウを活かした権利者探索や土地の利活用等支 援・制度周知や、課題解決に取組む市町村等への助言等

連絡調整

○所有者不明土地法の円滑な施行のための情報共有及び制度活用 等
・所有者不明土地法による地域福利増進事業などの土地利活用、所有者探索の円滑化、

財産管理制度、土地収用法の特例、市町村による所有者不明土地対策計画の策定、所
有者不明土地利用円滑化等推進法人の指定、など

○地方公共団体の用地業務を支援するため、ニーズに基づいた講演会・講習会の開催
○所有者不明土地や低未利用土地の活用、空き家対策などの先進的な取組の情報提供
○地籍調査の円滑な遂行のための情報提供
○構成員等による相談体制の構築
○関係省庁における一連の制度改正の周知

具体的な内容


